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 NACCS等により電子化が進んでいる部分もあるが、貿易手続の一部はまだ電子化できておらず、手続きの過程で

データ入力や確認作業が発生しているため、一気通貫で正確にデータ連携できていない。
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主な貿易手続の流れ（例）

輸出者

ﾌｫﾜｰﾀﾞｰ

陸運業者 ﾀｰﾐﾅﾙ
ｵﾍﾟﾚｰﾀｰ

通関業者

NACCS

税関

船会社

⑫船積書類

⑮通関許可

①売買契約

…

輸出側 輸入側

⑱船積通知

・貨物のステータスが
見えない
・データが活用されない
・B/L確認作業が発生

・通関申告のための入力/
確認作業が発生
・通関状況のステータス
が把握できない NACCSへの

入力作業が発生

貨物のデータ/手続が正
しく

税関

貨物データの不備や手続が正しく行われていない、もしく
は、貨物ステータスがわからないために、港湾での渋滞に
つながっている。 B/L：Bill of Lading

D/R：Dock Receipt

・データ不備のリスクが高い
・マニフェスト送信のための
確認/入力作業が発生

保険

銀行 銀行

③信用状 決済情報

㉒買取書類

輸入者

書類作成や内容
確認に時間が
かかる

書類作成や内容
確認に時間がか
かる

港湾貿易の電子化の現状



１．デジタル・ガバメントの実現（行政からの生産性革命）
ⅵ）世界で一番企業が活動しやすい国の実現
②貿易手続・港湾物流等の改善
• 貿易手続・港湾物流等の全体最適化を目指し、コンテナヤードへの貨物搬入締切時間の

短縮、港湾における渋滞緩和の解決等に向けた政府・港湾管理者・港湾関係者・利用
者が一体となった取組を進めるとともに、定期的に、その状況を検証し、必要な対応を行う。

• 貿易手続・港湾物流等におけるIT の活用として、AI ターミナルの実装に向けた取組を進
め、そのスケジュールを早急に明確化するとともに、貿易全般にわたる情報の電子化と関係
者間でのデータ利活用の推進等の検討や電子化が進んでいない事業者に向けたIT 化支
援を行う。
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【参考】未来投資戦略2018（平成30年6月閣議決定）
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◆課題
多くの貿易手続の関係事業者は紙・PDF・電話などで情報のやりとりが行われており、各事業者で入力・確認などの

多大な作業負荷・時間が発生しており、輸出リードタイムが長くなっている。

◆実証内容及び目的
実際の貿易手続にて、貿易手続データ連携システムを利用して情報を共有することにより、システムに必要な要件

等を整理するとともに、システムを利用することによる効果を明らかにする。

◆本実証事業で構築する貿易手続データ連携システムの概要

 ブロックチェーン技術を活用したシステムの構築により、
閲覧・変更履歴を管理し、真正性を確保

 NACCSとのデータ連携
 他のシステムとのAPI連携
 デジタルデータで連携できていない事業者も利用しやす

い簡易なインターフェース（Webブラウザ等）

H30年度NEDO事業の概要

※平成30年度に国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）が「IoTを活用した新産業モデル創出基盤整備事業／研究開発項目〔5〕IoT技術を活用した新た
なサプライチェーン情報共有システムの開発」にて実施。
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本実証事業で構築するシステムの概要

 ブロックチェーン技術を活用したシステムの構築により、閲覧・変更履歴を管理し、真正性を確保。
 他のシステムとのAPI連携が可能。また、デジタルデータで連携できていない事業者も利用しやすい簡易なイ

ンターフェース（Webブラウザ等）も構築。

②インターフェース

・自社システムやサードパーティーベンダーとの連携が容易なAPI連
携機能の構築し、API仕様を公開

・また、システム化されていない事業者も利用可能なWebインター
フェース（IE等で利用可能）の構築

①データ連携

・金流を含む関係業界全体で構造化データを共有
（金融、保険、輸出者、フォワーダー、通関業者、陸運業社、

ターミナルオペレーター、船会社）
・ブロックチェーンを用いてデータの真正性を確保

※APIでのシステム間連携はI/Vで実証

荷主
フォワーダー

クラウド型
サービス

Access and Operate

貿易手続データ連携システム

荷主
フォワーダー

API API

オンプレ型
パッケージ

自社システムあり

画面
ファイル

貿易手続
データ

貿易手続
データ

貿易手続
データ連携
システム

I/V

API

輸出者

＜個社システム＞

2世代前
I/V

1世代前
I/V

最新
I/V

I/V履歴
参照

変更差分の確認

最新バージョンと、ブロックチェーン上の
変更履歴から過去データを取得

【例】 出港予定日
2018/06/01
⇒ 2018/06/13

履歴の管理
簡易UI

API

荷主
フォワーダー

画面

自社システムなし

貿易手続
データ
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輸 銀 フ 保 タ 陸 船
①L/C開設

1 L/C通知 銀行 ○ ○

2 船腹予約 輸出者 ○ ○

3 船腹予約回答 船会社 ○ ○

4 船積書類送付（I/V・P/L） 輸出者 ○ ○ ○

5 船積書類送付（S/I）
輸出者

フォワーダー
○ ○ ○

6 空コンテナ手配 フォワーダー ○ ○ ○

7 空コンテナ手配完了報告 ターミナルオペレーター ○ ○ ○

8 空コンテナ引取予定登録 陸運業者 ○ ○ ○

⑤バンニング
9 バンニング情報 フォワーダー ○ ○ ○ ○ ○

10 保険証券発行依頼 輸出者 ○ ○

11 保険証券発行 保険会社 ○ ○ ○

12 ACL登録 フォワーダー ○ ○

13 SWB（B/L）ドラフト作成 船会社 ○ ○ ○ ○

14 SWB（B/L）ドラフトチェック フォワーダー ○ ○ ○ ○

15 マニフェスト送信 船会社 ○ ○ ○ ○

16 マニフェスト審査結果受信 税関 -海外- ○ ○ ○ ○

17 荷為替手形買取依頼 輸出者 ○ ○

18 荷為替手形買取 銀行 ○ ○

⑨為替手形作成

②ブッキング

③船積書類作成

④空コンテナ手配

⑥保険証券発行

⑦SWB（B/L）作成

⑧北米向けM/F送信

業務一覧

輸出手続の流れ 輸出手続き詳細

（業務一覧）

登録者 参照者

凡例 輸：輸出者 銀：銀行 フ：フォワーダ/通関業者 保：保険会社 タ：ターミナル 陸：陸運業者 船：船会社

【参考】実証で構築したシステムの対象業務と想定登録者・参照者
 手続きごとに登録者と参照者を設定することで、同一システム内でデータ連携が図れる環境を整備。
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【参考】 業務フローの整理（一部抜粋）
業務フロー図

システム名 概要

貿易手続データ連携システム 貿易手続きにおける各種情報を、関係者間で共有し、後続手続へ流用可能とする。

凡例 貿易手続
データ連携

システム作

業

貿易手続
データ連携

システム処

理

貿易手続データ連携シ
ステム機能による授受

NACCS

海外PF

作業/処理
NACCS・海外PF

機能による授受

システム外

作業

輸出者 NACCS/税関 海外PF
貿易手続データ

連携システム
銀行

フォワーダ /

通関業者
保険会社 ターミナル 陸運業者 船社

参照可能

L
/C

通
知 L/C通知 L/C登録

船
腹

予
約

船
積
書

類
登
録

引き込み
（L/C登録）

船腹予約
船腹予約

登録

引き込み
（船腹予約等）

船腹予約
更新

船腹予約

回答

引き込み

（L/C登録等）

I/V・P/L

登録

I/V・P/L

登録

引き込み
（I/V・P/L等）

S/I

登録

S/I

登録

I/V・P/L
登録

S/I
登録

シーケンシャルな業務フロー

NACCSにもデータを提供すること
で、NACCS側手続きも含めてリ

ードタイム削減をはかる

NACCSにもデータを提供すること
で、NACCS側手続きも含めてリ
ードタイム削減をはかる

業務フロー図
システム名 概要

貿易手続データ連携システム 貿易手続きにおける各種情報を、関係者間で共有し、後続手続へ流用可能とする。

凡例 貿易手続
データ連携

システム作

業

貿易手続
データ連携

システム処

理

貿易手続データ連携シ
ステム機能による授受

NACCS

海外PF

作業/処理
NACCS・海外PF

機能による授受

システム外

作業

輸出者 NACCS/税関 海外PF
貿易手続データ

連携システム
銀行

フォワーダ /

通関業者
保険会社 ターミナル 陸運業者 船社

参照可能

空
コ
ン
テ
ナ
手

配

空コンテナ

手配

空コンテナ
手配登録

バ
ン
ニ
ン
グ
等

引き込み

(空コンテナ
手配等）

空コンテナ

手配完了

空コンテナ
手配更新

引き込み
(空コンテナ
手配等）

空コンテナ

手配更新

空コンテナ

引取予定

登録

コンテナ情報

登録

コンテナ情報
登録

輸出申告
（審査/許可）

空コンテナ

引き取り

最新情報
参照

バンニング

等

引き込み
（空コンテナ
手配等）

輸
出

申
告

最新情報
引き込み

引き込み
(S/I等）

輸出申告

I/V等をNACCSにも提供してお

り、輸出申告（NACCS側作業）で
もデータを流用可能賭となる

従来どおり、NACCS側で実施

NACCSにもデータを提供すること

で、NACCS側手続きも含めてリ
ードタイム削減をはかる
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【参考】構築したシステムのユーザーインターフェース

 システム化されていない事業者向けにWebブラウザで入出力可能なインターフェースを構築。

貿易手続データ連携システム

ログイン画面

User ID

Passsword

Web画面の提供
Web User Interface

●項目ラベルと入力項目（一例）
項目ラベルと入力項目の組み合わせ」のシンプルな配置

●ログイン後のホーム画面（一例） ●入力支援機能（一例）
カレンダーからの日付選択、プルダウン選択等

●Webユーザーインターフェース（ログイン画面）
一般的なWebブラウザで利用可能（Chrome、IE等）
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貿易手続データ連携システムの実証実験（実証参加事業者）

※横浜港での実証はL/C部分のみであり、実際の港での対応はなし。また、過去データを使用して実証を実施。

博多港

米国 サバンナ港

3/5~3/7

荷主
ニッポー株式会社

通関業者
日本通運株式会社

フォワーダ
日本通運株式会社

船会社
オーシャンネットワーク
エクスプレスジャパン

ターミナルオペレータ
博多港運株式会社

陸運業者
日本通運株式会社

■船積港 東京港（大井）

■仕向地 米国 タコマ港

■実証期間 2/22~3/4

荷主
兼松株式会社

通関業者
名港海運株式会社

フォワーダ
兼松L&I株式会社

船会社
オーシャンネットワーク
エクスプレスジャパン

ターミナルオペレータ
株式会社ダイトー

コーポレーション

陸運業者
明正株式会社

保険
東京海上日動火災
保険株式会社

銀行
株式会社三菱UFJ銀行

清水港

オランダ ロッテルダム港

2/12~2/27

荷主
スター精密株式会社

通関業者
柏栄トランス株式会社

フォワーダ
鈴与株式会社

船会社
オーシャンネットワーク
エクスプレスジャパン

ターミナルオペレータ
清水コンテナターミナル
株式会社

陸運業者
明正株式会社

横浜港（本牧）

ミャンマー ヤンゴン港

2/15~2/20

保険
損害保険ジャパン
日本興亜株式会社

銀行
株式会社みずほ銀行

保険 保険

銀行 銀行

 実際の貿易手続を対象に、システム利用の効果を検証。

荷主
丸紅株式会社

通関業者

フォワーダ

船会社

ターミナルオペレータ

陸運業者
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To-Be

業務名 As-Is Can-Be To-Be

L/C通知 15 33 (+120％) 15 (－0％)

船腹予約 6 5 (－17%) 2 (－67％)

船腹予約回答 4 1 (－75％) 1 (－75％）

船積書類作成
（I/V・P/L）

11 11 (－0％) 5 (－55％）

船積書類作成（S/I） 17 15 (－12%) 9 (－47％）

保険証券発行依頼 2 0 (－100%) 0 (－100％）

保険証券発行 10 10 (－0％) 10 (－0％）

空コンテナピックアップ
（手配依頼・引取予定報告）

10 3 (－70％) 2 (－80％）

空コンテナピックアップ
（手配完了報告）

2 1 (－50％) 1 (－50％）

バンニング 5 5 (－0％) 3 (－40％）

ACL 7 6 (－14％) 2 (－71％）

SWB（B/L）ドラフト作成 7 7 (－0％) 7 (－0％）

SWB（B/L）ドラフトチェック 5 1 (－80％) 1 (－80％）

荷為替手形作成 13 10 (－23％) 10 (－23％）

L/C照合（輸出者） 105 89 (－15％) 56 (－47％）

L/C照合（金融機関） 98 85 (－13％) 52 (－47％）

合計 317 282 (－11％) 176 (－44％）

うち港湾連携部分の合計 87 65 (－25％) 43 (－51％）

As-Is（青）:現状の実測値－
Can-Be（黄）:実証システムでの実測値
To-Be（赤）：データ活用が進んだ状態での推計値

L/Cなど前段書類や過去取引
の情報を転記することで効率
化が見込める。

輸出者からの受領書類の
情報を転記することで効率
化が見込める。

実証ケースはすでにEDIが実
装済みだったため、効率化を
確認できず。

実証では、対象業務が少なく、
効率化は確認できず。

目視確認をしている
L/Cと関連書類とのマッ
チングの自動化が進め
ば、大きな効率化が見
込める。

参加者ケースでは80％がEDI済
み。残り20％のEDI化が進めば
更なる効率化が見込める。

貿易手続データ連携システムの実証実験（作業時間の短縮）
 本システムを用いることで作業時間が11％短縮、港湾関係の作業時間に限定すると25％短縮。

 将来的にAPI連携や書類精度向上により作業時間は44％短縮、港湾関係の作業時間に限定すると51％短

縮する見込みがあることを確認。

※単位は分。()内はAs-Is比較の増減率

手続きごとの作業時間と削減効果業種ごとの作業時間と削減効果

（分）



10

H30年度NEDO事業の結果概要

１．貿易手続データ連携システムの構築

 ブロックチェーン技術を活用したシステムを構築することで、閲覧・変更履歴を管理し、真正性を確保した。

また、貿易手続きを行う作業者間で、必要な情報を必要なタイミングで共有可能なシステムを構築した。

 NACCSとデータ連携した。

 既存の貿易関連システムと効率的に連携できるAPI仕様とした。

 システム化されていない事業者も利用可能なWebインターフェースの環境を整備した。

２．作業負荷削減効果

 本システムを用いることで作業時間が11％短縮、港湾関係の作業時間に限定すると25％短縮。

 将来的にAPI連携や書類精度向上により作業時間は44％短縮、港湾関係の作業時間に限定すると

51％短縮する見込みがあることを確認。


